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（１）指摘事項　

（２）監査意見　

（３）決算審査意見

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 　

１　前年度指摘事項等に対する措置等

決算審査意見 処理状況等

指　摘　事　項 措置状況等
該当なし

　産業人材育成センター訓練生の対人関係能力の向上のため、平成２９
年度のカリキュラムの見直しを行い、全ての訓練科に共通するコミュニ
ケーションに関する訓練時間の拡充を行いました。在職者訓練について
は、訓練メニューの拡充、体系化等、産業振興や企業支援施策と連関する
人材育成ができるよう見直しを行っています。
　また、産業人材育成センターから遠隔地に居住する入校希望者の応募
を促進するため、平成２９年度から倉吉校においても米子校と同様に生徒
への家賃助成制度を設けました。
　なお、倉吉校の仮設建物については継続して設置し、コミュニケーション
に関する講座や生徒の談話スペースとして活用を図ることとしています。

該当なし

監　査　意　見 措置状況等
該当なし

指　摘　事　項
○産業人材育成センターにおける人材育成
について（文書指摘）
　昨年１１月に県が実施した職業能力開発
に関する調査によれば、公共職業訓練で強
化して欲しいビジネススキルとして、求職
者・新規採用者ではコミュニケーション能
力、在職者ではリーダーシップが一番に挙
げられています。
　しかし、産業人材育成センターでは、単発
的にコミュニケーション能力の向上を目指す
セミナーなどの開催はあるものの、決して十
分とは言えません。これら対人関係能力を
向上させるため、新たな講座を開設するな
ど、カリキュラム編成等に工夫を凝らすべき
であります。
　また、同センターの十分な活用を図るた
め、米子校で実施されている生徒への家賃
助成を、学生寮が廃止された倉吉校でも実
施し、遠距離通学者へ配慮すべきでありま
す。
　さらに、施設の有効活用を図る観点から、
戦略産業雇用創造プロジェクトを実施する
ために倉吉校に設けられた仮設建物を存続
させ、対人関係能力向上のための訓練など
に活用すべきであります。

措置てん末
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３　組織及び業務調べ

４　職員の定員、現員調べ

29.4.1
現在

28.4.1
現在

29.4.1
現在

28.4.1
現在

29.4.1
現在

28.4.1
現在

29.4.1
現在

28.4.1
現在

10 11 10 11 局長を含む

(3) (1) (  ) (  ) (  ) (  ) (3) (1)

12 12 12 12

2 1 0 0 0 0 2 1 育児休業、派遣

0 0

1 0 1 一般事務１名

５ 役付職員の調べ

（平成２９年８月１日現在）

年 月

　課長補佐

平田　　勇

0 4

40

福田　憲一

谷口　明美

1

1米山　真寿美

1
雇用人材総室労働政策室長（１年３月）含め
３年３月

4

2

・高度技能開発拠点形成に関すること
・戦略産業雇用創造プロジェクトに関すること
・県立産業人材育成センターに関すること
・労働相談、職場の環境改善等労働福祉に関すること
・技能振興に関すること
・職業訓練等人材育成に関すること
・労働関係法令に関すること

非常勤職員

氏　　　　　　名

過不足(△)

臨 時 職 員

技術職員

備　　　　　考

三王寺　由道　雇用人材局長

課　　　　名

定　　　　員

事務職員 現業職員  計

　課長補佐

在職期間
備　　　　考

ダイキン工業株式会社からの派遣

4

職　　　　　名

　課長

　室長

Ｈ２８・２９：育児休業１名
Ｈ２９：ダイキン工業（株）へ派遣１名、ダイキ
ン工業（株）から派遣受入れ１名

現　　　　員

      　  種別

区分

係（担当）名 課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務

雇用人材局
労働政策課
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６　主な事業に関する調べ

国庫支出金 その他 一般財源

19,437 7,900 11,537

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

　職業大との効果的な連携、当事業の円滑な運営に向けて、厚生労働省及び(独)高齢・障害・求職者雇用支
援機構との綿密な協議に注力した。
　また、戦略産業雇用創造プロジェクトの事業との連携により、効率的な事業運営にも努めた。

　平成２９年３月に職業大の一部機能移転に関する成案が完成し、鳥取県、厚生労働省、(独)高齢・障害・求
職者雇用支援機構の３者による報道機関向け発表会を実施した。
　高度人材育成戦略会議、訓練プログラム検討ワーキンググループでの意見交換等を進める中で、厚生労働
省、(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構との相互理解、信頼が深まるとともに、県内企業、支援機関、もの
づくりの専門家など関係者との連携体制構築に向けた準備に繋がった。

　職業大が一部機能移転後に行う成長３分野の職業訓練コースや教材の開発業務に資する情報の収集・蓄
積、実証講義・訓練等の場として製造現場や研修施設の提供を頂く県内の企業及びその他関係機関との連
携体制構築について、引き続き高度人材育成戦略会議、訓練プログラム検討ワーキンググループ等を通じて
取り組むことが必要である。

政 策 項 目

（ア）

　平成２８年３月に、国の「政府関係機関移転基本方針」により採択された(独)高齢・障害・求職者雇用支援
機構 職業能力開発総合大学校（以下「職業大」）の調査研究機能の一部移転を契機に、高度技能・技術の
訓練・開発拠点を形成し、人づくりを基軸にした県産業の成長分野へのチャレンジを支援する。

（イ）

ａ　高度人材育成戦略会議の開催（２回：４月２７日、９月７日）
　　県内企業、ものづくりの専門家、厚生労働省、支援機関等と高度ものづくり人材の育成について意見交換
　を行った。ＩｏＴやロボット化を見据えた対応、仕事に対する意識など技能・技術以外の教育の必要性等に関
　する意見があった。
ｂ　企業調査・分析の取組（３回：４月２７日、９月７日、３月１４日）
　　厚生労働省及び(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構とともに、成長３分野等の県内企業を対象に、職業
　大が行う予定の実証訓練に活用すべく現場の確保、県内の人材育成状況の把握に向けた視察を行った。
ｃ　高度技能開発拠点形成セミナーの開催（２回：４月２７日、９月７日）
　（ａ）高度技能・技術開発連携事業キックオフセミナー（参加者１１５名）
　　　　職業能力開発総合大学校の概要（(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構／中村公共職業訓練部長）、
　　　鳥取県の高度人材育成事業の全体像（鳥取県／岡村商工労働部長）等の講演を行った。
　（ｂ）インテリジェントＩＣＴセミナー（参加者９８名）
　　　　基調講演「ＡＩがもたらす経済・社会へのインパクト」（東京大学大学院／須藤教授）の他、ＩＯＴへの対応
　　　の現状や先進的取組の紹介（職業能力開発総合大学校／圓川校長、インテル(株)／土岐執行役員、
　　　川崎重工業(株)航空宇宙カンパニー／酒井理事）を行った。
　※これら２つのセミナーについては、戦略産業雇用創造プロジェクトの事業と連携して開催した。
ｄ　訓練プログラム検討ワーキンググループによる取組
　（ａ）ワーキンググループ会議の開催（２回：５月２６日、３月２３日）
　　　　職業大との連携による職業訓練コースの開発、タイ労働省技能開発局（オブザーバー出席）との連携
      方策等について意見交換を行った。
　（ｂ）調査活動（国内２回：１１月１５日、３月２３日～２４日、タイ１回：１１月１７日～２４日）
　　　　国内では、(株)デンソー（愛知県）の人材育成機関及び工場、県内企業の製造現場の視察を行った。
　　　　また、タイ国を訪問し、タイ労働省、マヒドン大学、Denso International Asia Co,Ltdとの人材育成に関す
　　　る意見交換、同行した県内の企業５社とマヒドン大学との協議及び大学病院の視察を行った。
e　「鳥取県技術人材バンク」の機能強化に係る取組（就業支援課への配当替により実施）
 　　「鳥取県技術人材バンク」の登録者数の増加及びマッチング機能の強化を図るため、ウェブ上で求職・求
    人登録、登録からマッチングまでの段階別進捗管理及び企業情報の発信ができる求人・求職者登録
    システムを構築した。
　※鳥取県技術人材バンク・・・・県内企業への就職等を希望する高度専門人材の情報と県内企業の求人情
     報を蓄積し、両者の最適なマッチングを専任のコーディネーターが支援する無料職業紹介事業

（単位：千円）

とっとり高度技能開発拠点形成事業
決算額

財源内訳

将来ビジョン
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（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

115,907 87,902 28,005

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

ａ　地域マネジメント強化メニュー

　　　地域で雇用が創造されやすい環境を整えるため次の事業を実施した。

事業名 参加者･企業数

イノベーショ
ンセミナー
事業

延べ１２５社
（３０１人）

人材育成・
技術支援基
盤整備事業

延べ３４社
（６０人）

販路拡大推
進事業

６社

ｂ　 事業主向け雇用拡大メニュー

　　地域の雇用機会の拡大を図るため次の事業を実施した。

事業名 参加者･企業数

共通講座実
施事業

延べ１６７社
（２６２人）

専門家派遣
事業

３社

プロジェクト
型人材育成
推進事業
（補助金）

３社

・航空機関係企業とのネットワーク形成に向けた活動を実施した。

実施内容

・プロジェクトマネジメント、品質工学、自動車産業における品質マネジメント規
格、航空機参入に係る基礎、IoT実践導入等の講座を計１３講座実施
・IoT実践導入講座においては座学だけでなく、希望する３社において、実証実験
を行い、導入にあたっての課題やデータ分析、効果検証を実施

・戦略の立案、課題解決の方針等について専門家から助言・指導。
（実施テーマ）
自動車部品の加工精度の向上／リハビリ用玩具の開発方針の検討／生産状況
のモニタリング装置の開発方針の検討

・航空機産業、自動車産業における品質マネジメント規格の取得、新規車載機器
の開発・製造受託獲得に向けた取組等を支援
（実施例）
■A社（米子市）（１名雇用）
○取組：航空機産業への参入のための品質マネジメント規格の認証取得に向け
た取組
○成果：従業員が専門家から指導を受けることで、社内での人材育成の体制作り
にもつながり、平成２９年５月に認証を取得した。
■B社（鳥取市）（５名の非正規雇用社員を正規雇用へ転換）
○取組：自動車分野への新規参入・事業拡大のための品質体制の強化に向け、
品質マネジメント規格の認証取得に向けた取組
○成果：専門知識の習得を進めるとともに、自動車部品の新規契約獲得による
売上増の見込も出てくるなど、自動車産業への事業拡大が進展しつつある。

（ア）

　県が重点的分野と位置付けている医療機器・自動車・航空機の成長３分野の製造業及びＩＣＴ産業について、事
業展開を図る上で必要となる企画・開発・設計・管理・ＩＣＴ等の能力を備えた技術人材を育成するための講座、専
門家派遣、補助事業等を実施することで、新たな事業構想の実現を支援するとともに、ものづくりとＩＣＴの融合に
より新たな価値を生み出す「ＩｏＴ人材」の育成を支援し、県産業の成長による440名の雇用創出と地方創生を目指
す。

（イ）

実施内容

・キックオフセミナー、CMX-Ⅱ事業説明会、インテリジェントICTセミナーを実施
・キックオフセミナーでは、CMX-Ⅱの特徴の一つであるプロジェクト・マネジメント
の導入について、㈱アスプロス　西田社長より講演
・インテリジェントICTセミナーでは、東京大学　須藤教授やインテル㈱がICT、IoT
に関する講演を、川崎重工業㈱より航空機産業への参入やIoTに関する講演を
行った。

・プレス・鍛造解析ソフトを鳥取県産業技術センター機械素材研究所に、3D金属
プリンタを県立産業人材育成センター倉吉校に整備
⇒企業の利活用支援のほか、普及啓発のためにCAE入門セミナー、3D金属プリ
ンタセミナー、3D金属プリンタ見学会を実施

鳥取県戦略産業雇用創造プロジェクト事業費
決算額

財源内訳

将来ビジョン Ⅰ ひらく （２）下請体質から「高付加価値で打って出る産業」へ転換し、新たなステージへチャレンジ

政 策 項 目 産業を元気に　就業環境支援策等を進め新規正規雇用1万人チャレンジ
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c　　求職者向け人材育成メニュー

　　求職者を雇用につなげるため次の事業を実施した。

事業名 参加者･企業数

データ活用
人材育成事
業

８８人

課題解決型
高度ICT人
材育成事業

延べ３６人

プロセスオ
ペレーター
育成事業

延べ３７人

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

・ｅラーニング等を活用して、本県での就職を希望する全国の求職者を対象に、
IoTやビッグデータ等のICT技術を使いこなせる人材を育成する。
・１月２５日に事業発表会を実施し、２月１日より事業を開始した。
・データベースやセキュリティ等に関する基礎技術講座やIoTに関する先端技術
講座を提供した。
・平成２８年３月２５日（土）には、「医療×IoT」に関するアイデアソンを開催し、県
内在住者だけでなく県外在住者も参加した。

・人材ニーズを有する企業から、当該企業が必要とするスキルを身につけること
が可能なカリキュラムを募集し事業を実施した。
・Java技術者養成講座２コース、ネットワーク技術者養成講座３コース、データ
ベース勉強会を実施した。（計６コース、９２日間）
・各講座においては、人材ニーズを有する企業による、企業説明会や鳥取県技術
人材バンクと連携した受講者との個別面談を行った。
【実績】

・求人・求職のミスマッチを解消するため、女性や事務系希望の求職者でも挑戦
しやすい、３次元CAD研修を鳥取、米子で開催。
・基礎編（９日間）では、対象者をパソコンが使える者と幅広く設定することで、女
性や事務系希望者の参加が多数見られた。
・また、基礎編修了者レベルを対象とした実践編（１５日間）も開催することで、就
職へ向けたレベルアップを図った。
【実績】

　本プロジェクトは、平成２８年度から３０年度までの３ヶ年度の事業であり、平成２８年度前半は実施事業の制度
設計を中心に事業を進め、年度後半より個別の事業を推進してきたところである。このように、新たに制度を創設
し事業を実施していく中で、企業からの声を踏まえ、企業ニーズに沿った活用しやすい事業展開ができるよう、適
宜見直しを行った。

　成長３分野等の事業展開による雇用拡大を目的とした企業向け人材育成メニューの各種事業を活用した企業
による雇用創出、求職者向け人材育成メニューの各事業を受講した求職者の就業により、平成２８年度の雇用創
出目標３４人に対し、本年度の雇用創出実績は２００人（目標比５．９倍、内訳　正規１２３人、非正規７７人）の雇
用を創出した。

・専門家派遣及びプロジェクト型人材育成事業（補助金）については、年度中途から事業を提供開始したこともあ
り、利用期間が限られてしまうこと等から、年度内の利用が思うように進まなかったため、案件の掘り起こしを図る
必要がある。
・求職者向け人材育成メニューについて、雇用環境の改善により、研修を受けようとする求職者の確保が困難な
状況になりつつある。ハローワークや若者仕事ぷらざ等の各種機関と連携や周知施策の充実を図り、必要として
いる求職者に的確に情報提供を行い、受講につなげていく必要がある。

実施内容
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（単位：千円）

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　新規学卒者、求職者及び在職者の職業能力開発を支援するため、職業訓練を実施する。

　事業の実施状況

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

（参考）

定員 修了者 就職者 就職率

      150         77         73 94.8%

30 3 3 100.0%

10 1 1 100.0%

10 10 10 100.0%

10 8 8 100.0%

50 24 24 100.0%

20 15 12 80.0%

20 16 15 93.8%

      984       699       548 78.4%

    1,134       776       621 80.0%

      540       342  - -

    1,674     1,118  - -
③＋④
合計

105科 1,274

③＝①＋②
小計

65科 865

④短期訓練
（在職者対象）

40科 409

　　　　　 設計・インテリア科 15

　　　　　 デザイン科 16

②短期訓練
　（離職者対象）

58科 750

　　　　　 土木システム科 10

　　　　　 木造建築科 8

　　　　　 自動車整備科 49

①長期訓練
　（新卒者対象）

7科 115

　　　　　 コンピュータ制御科（専攻科） 15

　　　　　 コンピュータ制御科（１年制） 2

○雇用情勢は改善傾向にあるが、引き続き、雇用のセーフティネットとしての離職者訓練を維持継続するとともに、
県の産業構造の変化に対応しつつ、企業のニーズに対応した人材を育成するため、新卒者・求職者及び在職者を
対象とする職業訓練の実施に努める必要がある。
○訓練生の対人関係能力向上のため、平成２９年度から全ての訓練科に共通するコミュニケーションに関する訓
練時間を拡充しており、継続して訓練生へのコニュニケーションスキルの定着、資質向上に繋げていく必要があ
る。

平成２８年度入校・就職状況（平成２９年６月末現在） （単位：人）
区    分 コース数 入校・進級者

　県立産業人材育成センター倉吉校及び米子校において、新規学卒者、求職者及び在職者を対象とする職業訓
練（施設内訓練及び委託訓練）を実施した。

○キャリアコンサルティングに関する専門的な知識と経験を有する職員を各校に配置し、訓練生への就職支援の
強化を図った。

○米子校に通学する女性を対象に実施していた訓練中の家賃助成制度を拡充し、寄宿舎に入寮できなかった男
性が遠隔等の理由で県西部地区に住居を借り受ける場合の住宅賃借料についても一部助成対象とした。

〇長期訓練（学卒者対象）修了者の就職率は、平成２９年６月末時点で９４．８％（昨年同月：９３．２％）と前年を上
回った一方、離職者訓練では７８．４％（昨年同月：８２．０％）と下回った。しかしながら、訓練内容に関わる職種へ
の就職率では、長期訓練が８０．８％（昨年同月：７４．５％）、離職者訓練が７９．０％（昨年同月：７７．６％）といず
れも前年を上回り、企業ニーズに即した人材輩出に繋がった。

○県立の訓練機関がない東部地区に対し、委託による在職者訓練を実施したこと（５コース定員６８人、入校
５４人、修了４７人）や、企業側のニーズを踏まえた訓練の実施により、在職者の技能向上を図ることができた。

○職業訓練託児支援事業では、訓練生８０人に対し保育料の一部助成を行い、託児に係る経済的な懸念を軽減
し、子育て中の求職者の職業訓練の受講を促進した。

将来ビジョン Ⅰひらく　(３)就業を希望する人が県内で「いきいきと働ける就業環境」を整備

政 策 項 目 産業を元気に　就業環境支援策等を進め新規正規雇用1万人チャレンジ

（ア）

（イ）

職業訓練事業費
決算額

財源内訳

国庫支出金 その他 一般財源

318,108 241,350 15,757 61,001
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８　事業別実施状況調べ
(単位：円)

事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

（一般管理費） 0

赴任旅費 216,450 109,420 0 107,030
 旅費条例における赴任旅費をした場合に支
給する旅費

目　　　　計 216,450 109,420 0 107,030

（諸費） 0

諸費 974,058 974,058 0 0
 平成２７年度離職者等再就職訓練事業委託
費について、一部を国へ返還した。

目　　　　計 974,058 974,058 0 0

（労政総務費） 0

鳥取県戦略産業雇用
創造プロジェクト事
業費

285,841,000 115,906,616 0 169,934,384  主な事業に関する調べに記載のとおり

鳥取県地域創生人材
育成事業

301,671,000 115,202,178 0 186,468,822

　国委託事業「地域創生人材育成事業」を活
用して県内企業の人材ニーズに即した求職者
訓練を実施し、地域全体として人材のミス
マッチ解消を図った。
（１）訓練の実施
　企業が求める技術レベル、養成目標等に応
じた訓練カリキュラムを開発し、ポリテクセ
ンター、県内企業等と連携して求職者向けの
職業訓練（技能訓練、管理講座）を実施。
受講者数：５７名（重複受講者を含む（実数
３７名））
就職者数：３４名（実数）
（２）教材開発ワーキンググループ会議の開
催
　専門家等で構成するワーキンググループを
設置し、訓練プログラムの開発・改良を実施
するとともに、プログラムの評価を行った。
（計３回開催）

（執行残の理由）計画していた目標値より訓
練受講者数が下回ったため、厚生労働省指示
により、一部事業を途中終了したなどの理由
による。

労政行政費 5,465,000 4,599,235 0 865,765

①企業内人権啓発推進事業
企業人権啓発相談員の設置（２名）、同和問
題等雇用連絡協議会の開催（２回）、公正採
用選考人権啓発推進員研修会の開催（９回）
②雇用改善推進事業
建設労働者の雇用の改善に係る優良事業所等
の表彰（1社）
③鳥取県労働者団体社会貢献活動等支援補助
金
労働者団体が行う労働者福祉の向上のための
啓発活動及び社会貢献活動に係る経費の補助
（２団体）
④労使関係総合調査（国委託）等の事務に要
する経費
県内労働組合の実態、労働争議の発生状況等
に関する調査等の実施

職員人件費
（労政総務費）

158,253,000 157,415,339 0 837,661 雇用人材局労働政策課の人件費

地域雇用創造推進事
業委託費返還負担金

52,439,000 52,438,507 0 493

鳥取県雇用創造推進協議会（県事務局）が鳥
取労働局から受託し、民間団体等に再委託す
るなどして実施した地域雇用創造推進事業に
対して、会計検査院から対象外経費等が指摘
され、鳥取労働局への委託料返還のため、県
に責任があると認められる額を負担。
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

とっとり高度技能開
発拠点形成事業

24,157,000 19,436,536 0 4,720,464  主な事業に関する調べに記載のとおり

目　　　　計 827,826,000 464,998,411 0 362,827,589

（労働福祉費）

勤労者福祉事業費 2,413,000 2,247,325 0 165,675

①職場環境改善支援セミナー開催事業
企業を対象に、育児・介護休業の取得促進な
ど職場環境改善の実践ポイントやメリット、
優良事例等を紹介するセミナーを開催（３会
場）
②育児・介護休業者生活資金支援事業
育児・介護休業者に生活資金を低利で貸し付
けることにより、収入の減少を補い、仕事と
の両立を支援。（H28貸付分：2件）
③鳥取県労働者福祉協議会補助金
（財）鳥取県労働者福祉協議会が実施する勤
労者福祉事業(情報提供活動、スポーツ事
業、勤労者美術展等）に対する助成

労働者相談・職場環
境改善支援事業

30,871,000 30,786,248 0 84,752

①中小企業労働相談所設置業務
県内３か所に中小企業労働相談所（みなく
る）を設置し、労働者・経営者からの労働・
雇用に関する相談に対して、助言、情報提供
等を実施（相談件数３，４９０件（内職相談
を含む）前年比１１６件増）。また、基礎的
な労働関係法令等に係るセミナーを県内３地
区で計１８回開催し、労働者・経営者への情
報提供を実施。
②労務管理改善助言事業
県内３地区に各１名配置した労務管理アドバ
イザー（社会保険労務士）を事業所に派遣
し、適切な労務管理に向けた助言、各種助成
制度の紹介、職場環境の改善に向けた啓発等
を実施（訪問件数４２７社）。また、事業所
等（労働組合を含む）が実施する職場環境の
改善に向けた社内研修等に講師を派遣（派遣
件数７０社）。

目　　　　計 33,284,000 33,033,573 0 250,427

（職業訓練総務費） 0

技能振興事業 56,861,000 54,542,802 0 2,318,198

①職業能力開発協会補助金
職業能力開発協会に人件費、技能検定実施経
費等を補助した。
②技能振興推進事業費補助金
各技能士会等の研修会、展示会等の開催経費
を技能士会連合会を通じて補助した。
③認定職業訓練助成事業補助金
事業主団体等が行う認定職業訓練校の訓練に
係る経費を補助した。
④技能者の顕彰
優れた技能者（知事表彰）２名、高度熟練技
能者（とっとりマイスター）（知事認定）２
名を顕彰した。
⑤在校生技能検定受検料減免
Ｈ22より実施している高校等在校生の受検料
減免措置を継続。
（一般17,900円ほか。高校等在校生6,000円
ほか）。

職員人件費
（職業訓練総務費）

147,438,000 146,012,296 0 1,425,704
産業人材育成センター倉吉校及び米子校の人
件費
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

職業訓練行政費 27,184,000 23,031,408 0 4,152,592

①職業訓練指導員免許の交付
職業訓練指導員の免許申請等のあった２１件
に免許証等を交付した。
②訓練手当の支給
障がい者等就職困難者が職業訓練を受講する
場合に、知識及び技能の習得を容易にするた
め、訓練手当を支給した。（５４名分）

若年者等への技能承
継事業

19,399,000 16,378,690 0 3,020,310

①若年技能者等技能承継推進事業（委託事
業）
　鳥取県技能士会連合会と技能士団体等で構
成する共同体に業務委託を行い、若年者を期
間雇用し、現場での訓練や集合研修により育
成した上で正規雇用化を図った。
・委託期間　平成28年4月1日～平成29年3月
31日
・成果　９名が訓練して、うち２名が正規雇
用された。

②技能承継促進補助金（補助事業）
　技能士会連合会の会員が在籍する事業者で
構成されるグループに対して、新たに正規雇
用を行う等を条件に、技能承継のために必要
となる設備導入に対する補助を行った。（１
件）

目　　　　計 250,882,000 239,965,196 0 10,916,804

（職業訓練校費） 0

職業訓練事業費 352,052,000 318,108,485 0 33,943,515  主な事業に関する調べ記載のとおり

障がい者職業訓練事
業費

26,550,000 24,183,991 0 2,366,009

 障がい者がそれぞれの適正に応じた職業能
力開発を支援するため、職業訓練を実施し
た。
実施コース14コース、入校者30人、修了者29
人、就職者19人（就職率65.5％）（29年6月
末時点）

鳥取県産業人材育成
センター施設整備費
（耐震工事）

220,334,000 212,932,800 0 7,401,200
 県立産業人材育成センター倉吉校（本館
棟・実習棟）及び米子校（自動車整備実習
場・多目的実習場）の耐震工事等を行った。

職業訓練生託児支援
事業

4,283,000 3,050,979 0 1,232,021
 職業訓練を受講する者に対し、児童を保育
所等に預ける経費の一部を奨励金として支給
した。（８０名分）

目　　　　計 603,219,000 558,276,255 0 44,942,745

（工鉱業総務費）

企業立地等事業によ
る新規雇用者研修費
補助金

63,590,000 50,716,079 0 12,873,921

 企業立地事業補助金等の認定を受けた新・
増設を行う企業に対し、新規雇用者の育成に
係る研修費用の一部を、対象となる新規雇用
者一人当たり60万円を上限に補助した。(交
付実績：８社)

目　　　　計 63,590,000 50,716,079 0 12,873,921

合　　　　計 1,779,991,508 1,348,072,992 0 431,918,516
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,8

7
2

0
0

非
常

勤
職

員
雇

用
保

険
料

6
0

5
5
,7

7
6

0
0

6
2

5
1
1
,6

2
2

0
0

1
,6

8
0
,6

6
8

0
0

産
業

人
材

育
成

セ
ン

タ
－

、
農

業
大

学
校

、
関

西
本

部

2
,1

9
2
,2

9
0

0
0

2
,1

9
6
,4

1
0

0
0

（
７

）
　

現
金

の
取

扱
状

況
　

・
・
・
　

該
当

な
し

１
３

　
収

入
未

済
額

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

１
４

　
未

収
金

回
収

促
進

の
た

め
の

取
組

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

１
５

　
税

外
収

入
不

納
欠

損
額

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

合
　

　
計

2
,1

9
6
,4

1
0

本
庁

執
行

分
計

（
目

）
5
1
1
,6

2
2

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）
1
,6

8
0
,6

6
8

目
　

　
計

2
,1

9
2
,2

9
0

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）
4
,1

2
0

目
　

　
計

4
,1

2
0

雑
　

　
入

雑
　

　
入

3
,9

7
4

4
5
1
,8

7
2

5
5
,7

7
6

延
滞

金
0

計
（
節

）
　

　
0

本
庁

執
行

分
計

（
目

）
0

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
件

数
調

定
金

額
収

入
済

額
不

納
欠

損
額

収
入

未
済

額
根

拠
法

令
名

等
備

　
　

考
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１
６
　
債
務
負
担
行
為
の
状
況

調
べ
　

（
単
位
：
円
）

事
業
名

種
別

設
定

年
度

合
　
計

備
考

議
決

期
間

限
度

額
の

執
行

額
2
7
年

度
ま
で
の

2
8
年
度
執
行
額

2
9
年
度
以
降
の

計
(
補

正
・

当
初

の
別

)
Ａ

執
行

額
執
行
予
定
額

Ｂ
Ａ
＋
Ｂ

平
成
２
３
年
度
県
立
高
等
技
術

専
門

校
訓
練
用
パ
ソ
コ
ン
等
貸
借
料

借
上
料

平
成
２
３
年
３
月

(
当
初
)

平
成

２
４

年
度

～
２

８
年

度
1
1
,
4
8
0
,
0
0
0

9
,
3
5
1
,
0
6
0

1
,
3
5
7
,
0
5
8

7
,
9
5
8
,
5
9
8

3
5
,
4
0
4

0
7
,
9
9
4
,
0
0
2

9
,
3
5
1
,
0
6
0

平
成
２
３
年
度
県
立
高
等
技
術

専
門

校
職
業
訓
練
の
グ
レ
ー
ド
ア
ッ

プ
事

業

借
上
料

平
成
２
３
年
３
月

(
当
初
)

平
成

２
４

年
度

～
３

０
年

度
4
5
,
3
4
9
,
0
0
0

4
3
,
3
4
9
,
8
8
0

2
,
0
7
3
,
3
4
0

2
6
,
9
7
4
,
5
6
0

6
,
5
9
6
,
6
0
4

7
,
7
0
5
,
3
4
0

4
1
,
2
7
6
,
5
0
4

4
3
,
3
4
9
,
8
4
4

平
成
２
４
年
度
県
立
高
等
技
術

専
門

校
訓
練
用
パ
ソ
コ
ン
等
賃
借
料

借
上
料

平
成
２
４
年
３
月

(
当
初
)

平
成

２
５

年
度

～
２

８
年

度
2
5
,
0
0
0
,
0
0
0

2
3
,
6
6
1
,
5
4
0

3
,
0
1
6
,
2
7
2

1
7
,
6
9
4
,
1
8
0

2
,
9
5
1
,
0
8
8

0
2
0
,
6
4
5
,
2
6
8

2
3
,
6
6
1
,
5
4
0

平
成

２
４

年
度

県
立

校
等

技
術

専
門

校
訓

練
用

パ
ソ

コ
ン

等
賃

借
料

借
上
料

平
成
２
４
年
１
２

月
（
補
正
）

平
成

２
５

年
度

～
２

８
年

度
3
,6

0
4
,0

0
0

1
,
5
6
7
,
4
4
0

0
1
,
1
7
5
,
5
8
0

3
9
1
,
8
6
0

0
1
,
5
6
7
,
4
4
0

1
,
5
6
7
,
4
4
0

平
成
２
６
年
度
県
立
産
業
人
材

育
成

セ
ン
タ
ー
倉
吉
校
訓
練
用
パ
ソ

コ
ン

等
賃
借
料

借
上
料

平
成
２
６
年
３
月

(
当
初
)

平
成

２
７

年
度

～
平

成
３

０
年

度
1
,
9
6
0
,
0
0
0

1
,
8
1
3
,
3
4
4

0
4
5
3
,
3
3
6

4
5
3
,
3
3
6

9
0
6
,
6
7
2

1
,
8
1
3
,
3
4
4

1
,
8
1
3
,
3
4
4

平
成
２
６
年
度
県
立
産
業
人
材

育
成

セ
ン
タ
ー
米
子
校
寄
宿
舎
用
冷

凍
冷

蔵
庫
等
賃
借
料

借
上
料

平
成
２
６
年
３
月

(
当
初
)

平
成

２
７

年
度

～
平

成
３

２
年

度
3
6
8
,
0
0
0

3
6
7
,
4
1
6

0
6
9
,
9
8
4

6
9
,
9
8
4

2
2
7
,
4
4
8

3
6
7
,
4
1
6

3
6
7
,
4
1
6

平
成
２
６
年
度
職
業
訓
練
業
務

委
託

委
託
料

･
補
助
金

等

平
成
２
６
年
１
１

月
（
補
正
）

平
成

２
７

年
度

～
平

成
２

８
年

度
1
1
2
,
4
1
9
,
0
0
0

8
7
,
7
7
6
,
6
1
7

0
2
2
,
7
1
3
,
4
5
6

3
2
,
1
7
3
,
9
8
7

0
5
4
,
8
8
7
,
4
4
3

5
4
,
8
8
7
,
4
4
3

平
成
２
６
年
度
県
立
産
業
人
材

育
成

セ
ン
タ
ー
訓
練
用
ワ
ー
ク
ス
テ

ー
シ

ョ
ン
等
賃
借
料

借
上
料

平
成
２
６
年
１
１

月
（
補
正
）

平
成

２
７

年
度

～
平

成
３

０
年

度
1
6
,
3
2
8
,
0
0
0

1
4
,
0
6
1
,
3
1
2

0
6
,
2
1
5
,
3
2
8

2
,
6
1
5
,
3
2
8

5
,
2
3
0
,
6
5
6

1
4
,
0
6
1
,
3
1
2

1
4
,
0
6
1
,
3
1
2

女
性
の
参
画
促
進
に
向
け
た
職

業
訓

練
サ
ポ
ー
ト
事
業
補
助

補
助
金

等
平
成
２
６
年
９
月

（
補
正
）

平
成

２
７

年
度

～
平

成
２

８
年

度
4
,
0
8
0
,
0
0
0

－
0

0
2
0
4
,
0
0
0

0
2
0
4
,
0
0
0

2
0
4
,
0
0
0

労
働
者
相
談
・
職
場
環
境
改
善

事
業

費
委
託
料

平
成
２
６
年
１
１

月
（
補
正
）

平
成

２
７

年
度

～
平

成
２

９
年

度
9
1
,
8
4
7
,
0
0
0

－
0

0
3
0
,
7
8
6
,
2
4
8

3
1
,
1
1
1
,
8
5
5

6
1
,
8
9
8
,
1
0
3

6
1
,
8
9
8
,
1
0
3

平
成
２
７
年
度
職
業
訓
練
業
務

委
託

委
託
料

平
成
２
７
年
３
月

（
当
初
）

平
成

２
８

年
度

3
3
,
1
8
9
,
0
0
0

3
3
,
1
8
9
,
0
0
0

0
0

1
2
,
3
2
5
,
8
7
3

0
1
2
,
3
2
5
,
8
7
3

1
2
,
3
2
5
,
8
7
3

平
成
２
７
年
度
障
が
い
者
職
業

訓
練

業
務
委
託

委
託
料

平
成
２
７
年
３
月

（
当
初
）

平
成

２
８

年
度

3
8
9
,
0
0
0

3
8
9
,
0
0
0

0
0

3
5
3
,
5
0
9

0
3
5
3
,
5
0
9

3
5
3
,
5
0
9

平
成
２
７
年
度
訓
練
用
パ
ソ
コ

ン
賃

貸
料

借
上
料

平
成
２
７
年
３
月

（
当
初
）

平
成

２
８

年
度

～
平

成
３

１
年

度
1
2
,
2
0
1
,
0
0
0

1
1
,
3
7
7
,
7
4
6

0
0

3
,
3
3
0
,
0
7
2

8
,
0
4
7
,
6
7
4

1
1
,
3
7
7
,
7
4
6

1
1
,
3
7
7
,
7
4
6

設
定

状
況

当
該

事
業

の
契

約
額

等

執
行
(
支
出
)
状
況

債
務
負
担
行
為
の
期
間
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（
単
位
：
円
）

事
業
名

種
別

設
定

年
度

合
　
計

備
考

議
決

期
間

限
度

額
の

執
行

額
2
7
年

度
ま
で
の

2
8
年
度
執
行
額

2
9
年
度
以
降
の

計
(
補

正
・

当
初

の
別

)
Ａ

執
行

額
執
行
予
定
額

Ｂ
Ａ
＋
Ｂ

設
定

状
況

当
該

事
業

の
契

約
額

等

執
行
(
支
出
)
状
況

債
務
負
担
行
為
の
期
間

平
成
２
７
年
度
プ
リ
ン
タ
複
合

機
賃

貸
料

借
上
料

平
成
２
７
年
３
月

（
当
初
）

平
成

２
８

年
度

～
平

成
３

２
年

度
3
,
0
9
2
,
0
0
0

2
,
5
6
4
,
6
4
0

0
0

5
1
8
,
4
0
0

1
,
7
7
1
,
2
0
0

2
,
2
8
9
,
6
0
0

2
,
2
8
9
,
6
0
0

平
成
２
８
年
度
職
業
訓
練
業
務

委
託

委
託
料

平
成
２
８
年
３
月

（
当
初
）

平
成

２
９

年
度

3
7
,
5
5
2
,
0
0
0

3
7
,
5
5
2
,
0
0
0

0
0

0
3
7
,
5
5
2
,
0
0
0

3
7
,
5
5
2
,
0
0
0

3
7
,
5
5
2
,
0
0
0

平
成
２
８
年
度
障
が
い
者
職
業

訓
練

業
務
委
託

委
託
料

平
成
２
８
年
３
月

（
当
初
）

平
成

２
９

年
度

3
8
9
,
0
0
0

3
8
9
,
0
0
0

0
0

0
3
8
9
,
0
0
0

3
8
9
,
0
0
0

3
8
9
,
0
0
0

産
業
人
材
セ
ン
タ
ー
庁
舎
機
械

警
備

業
務
委
託

委
託
料

平
成
２
８
年
３
月

（
当
初
）

平
成

２
９

年
度

～
平

成
３

０
年

度
9
8
6
,
0
0
0

9
8
6
,
0
0
0

0
0

0
9
8
6
,
0
0
0

9
8
6
,
0
0
0

9
8
6
,
0
0
0

職
業
訓
練
サ
ポ
ー
ト
事
業
（
住

居
費

助
成
）

補
助
金

等
平
成
２
８
年
３
月

（
当
初
）

平
成

２
９

年
度

2
,
0
4
0
,
0
0
0

－
0

0
0

0
0

0

鳥
取
県
地
域
創
生
人
材
育
成
事

業
使
用
料

及
び
賃

借
料

平
成
２
７
年
６
月

（
補
正
）

平
成

２
８

年
度

～
平

成
２

９
年

度

1
4
6
,
6
5
5
,
0
0
0

7
0
,
5
8
5
,
8
2
4

2
8
,
0
7
3
,
8
0
6

0
4
2
,
5
1
2
,
0
1
8

0
4
2
,
5
1
2
,
0
1
8

7
0
,
5
8
5
,
8
2
4
平
成
2
8
年
度
で

事
業
終
了

5
4
8
,
9
2
8
,
0
0
0

3
3
8
,
9
8
1
,
8
1
9

3
4
,
5
2
0
,
4
7
6

8
3
,
2
5
5
,
0
2
2

1
3
5
,
3
1
7
,
7
1
1

9
3
,
9
2
7
,
8
4
5

3
1
2
,
5
0
0
,
5
7
8

3
4
7
,
0
2
1
,
0
5
4

合
　
計
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　（１）負担金 （単位：円）

予算科目（目） 予算額
区
分

負担金の名称 支出先 負担率 支出金額
支出の根拠法令
名等（規約、要綱
等を含む。）

備考

労政総務費 52,439,000
単
県

地域雇用創造
推進事業委託
費返還負担金

鳥取県雇用
創造協議会

10/10 52,438,507
地域雇用創
造推進事業
委託契約書

文書ID
16-
00052004

労政総務費 113,520
間
接

高速道路利用
料

個人外7件 10/10 113,520
文書ID
16-
00127169

新規以外のもの 0
本庁執行分計 52,552,027
出納機関執行分計 0

目　計 52,552,027

職業訓練校費 0
新規以外のもの 0
本庁執行分計 0

出納機関執行分計 173,600
産業人材
育成セン
ター

目　計 173,600

合　計 52,725,627

　予算科目　　（労政総務費）
  ①　国　補　分　・・・　該当なし
  ②　単　県　分

精算 H28.6.9 20,000

320,000 H28.5.31外 精算 H29.5.15 300,000

（平成20年度） H28.4.14外 H28.5.1外
(補助率：10 /10）

320,000 H28.4.28外 H28.5.20外 H28.5.26外

本庁執行分計 320,000

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 320,000

文書ID
17-
00028651

労働者福祉向上の
啓発活動事業及び
社会貢献事業を行
う労働者団体の協
議体に対する補助

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日
実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

鳥取県労働者団体
社会貢献活動等支
援補助金 鳥取市天神

町30-5
日本労働組
合総連合会
鳥取県連合
会外１

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考
交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

  （２）補助金

（単位：円）

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日 着手年月日

１７　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

支出年月日

H28.7.14

H29.1.6外
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　予算科目　　（労働福祉費）
  ①　国　補　分　・・・　該当なし
  ②　単　県　分

概算 H28.5.19 2,133,000
4,266,000 H29.4.27

H28.4.25 H29.3.31

(補助率：1 /2 ）
2,133,000

H28.5.12 H29.4.20 H29.4.25

精算 H28.8.31 44,700
88,600 H28.8.25外 精算 H29.3.9 43,900

H28.7.20外 H28.6.30外

(補助率：10 /10）

88,600
H28.8.25外 H28.7.20外

本庁執行分計 2,221,600
出納機関執行分計 0
単　　県   分   計 2,221,600

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

鳥取県育児・介護
休業者生活資金支
援事業補助金

松江市魚町
10
山陰合同銀
行　外５

文書ＩＤ
16-
00155718

（平成18年度）

鳥取県育児・介護
休業者生活資金の
融資を実行した金
融機関に対する補
助（利子補給）

審査・現地
調査年月日

鳥取県労働者福祉
協議会補助金

鳥取市天神
町30-5
(財)鳥取県労
働者福祉協
議会

文書ＩＤ
16-
00018030

（昭和47年度、平成
12年度全面改正）

鳥取県労働者福祉協
議会が行う労働者の
福祉増進活動（勤労
者福祉研修会の開
催、調査研究、文化・
体育事業、広報活
動）に対する助成

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考
交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 交付決定
年 月 日

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日 着手年月日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額

実績報告
年  月  日
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　予算科目　　（職業訓練総務費）
  ①　国　補　分

18,015,591 H29.5.24 概算 H28.9.5 5,691,600

概算 H29.3.22 5,284,000
（※昭和54年度） H28.4.15 H29.3.31 精算 H29.5.29 △ 618,000

(補助率：2/3） 外
H28.8.12 H29.4.1外 H29.4.17

外
10,357,600

H29.8予定 概算 H28.8.23 20,067,000

61,125,000 概算 H28.10.31 8,667,000
（昭和54年度） (補助率：定額） H28.5.20 H29.3.31

概算 H29.3.3 8,668,000

37,402,000 H28.8.12 H29.4.3 H29.4.6

本庁執行分計 47,759,600
出納機関執行分計 0
単　　県   分   計 47,759,600

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

文書ＩＤ
17-
00044924

※前身の補
助金交付要
綱が制定さ
れた年度

認定職業訓練に係
る運営及び施設設
備整備費への補助
金

鳥取県職業能力開
発協会補助金

鳥取市富安
2-159
鳥取県職業
能力開発協
会

文書ＩＤ
16-
00063155

鳥取県職業能力開
発協会が行う事業
の実施に要する経
費の補助

審査・現地
調査年月日

認定職業訓練助成
事業費補助金

倉吉市上井
81-1
鳥取県中部
建築工務士
会　外４件

交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日 着手年月日

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日
実績報告
年  月  日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

（単位：円）
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  ②単　県　分

7,329,537 H29.5.9 概算 H28.9.15 5,404,000

（平成9年度） (H28.6.17) H29.3.31 概算 H29.3.27 68,000

(補助率：定額） H29.2.7 H29.5.22 △ 794,000

(H28.8.31)
4,678,000 H29.3.6 H29.4.5 H29.4.6 精算

980,336 H29.1.13 概算 H28.10.24 1,000,000
精算 H29.1.30 △ 19,664

H28.10.11 H28.10.30

(補助率：定額）
H28.10.18 H28.12.5 H28.12.15

980,336

H29.5.9 精算 H29.5.16 3,000,000

4,578,074
（平成28年度） (補助率：2/3） H29.2.17 H29.3.31 H29.4.27

3,000,000 H29.3.1 H29.4.25

本庁執行分計 8,658,336
出納機関執行分計 0
単　　県   分   計 8,658,336

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

文書ＩＤ
16-
00132197

鳥取県職業能力開発
協会が行う「鳥取県
技能振興フェア」にお
ける技能の魅力発信
に係る経費の補助

鳥取県技能承継促
進補助金

鳥取市南隈
239
有限会社大
和工業所

文書ＩＤ
17-
00022489

県内企業等が技能
承継のために必要
となる設備導入に
対する補助

とっとりの技能魅力
発信事業補助金

鳥取市富安
2-159
鳥取県技能
士会連合会

一
部

文書ＩＤ
17-
00027376

鳥取県技能士会連
合会が実施する事
業の一部を助成

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

鳥取県技能振興推
進事業費補助金

鳥取市富安
2-159
鳥取県技能
士会連合会

一
部

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

交付申請
年 月 日

（単位：円）

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日

 事 業 の 内 容

着手年月日
額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日
完了年月日

金　　　　　額
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　予算科目　　（職業訓練校費）
  ①　国　補　分

H29.5.11 概算 H28.7.11 726,351

726,351 H28.4.14 H29.3.31

(補助率：10/10）

H28.4.22 H29.4.28 H29.4.28

726,351

本庁執行分計 726,351

出納機関執行分計 0
単　　県   分   計 726,351

  ②単　県　分

本庁執行分計

出納機関執行分計 1,145,170
産業人材
育成セン
ター

単　　県   分   計 1,145,170

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日
実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日 着手年月日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考

文書ＩＤ
16-
00008542

事業主団体等委託訓
練生の労災保険特別
加入に対する補助

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日
実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

鳥取県事業主団体等
委託訓練生組合補助
金
（平成11年度） 鳥取県事業主

団体等委託訓
練生組合

交付申請
年 月 日

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

（単位：円）

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日 着手年月日

完了年月日
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　予算科目　　（工鉱業総務費）
  ①　国　補　分　・・・　該当なし

  ②　単　県　分

事業認定 H28.5.25外 H28.5.31外 50,716,079
113,313,098 H26.9.2外

（補助率：1/2） H28.4.25外 H28.2.29外 H28.5.25外
50,716,079

H28.5.25外 H28.4.25外

本庁執行分計 50,716,079
出納機関執行分計 0
単　　県   分   計 50,716,079

　（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの）　・・・　該当なし

　（３）交付金　・・・　該当なし

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

精算

文書ID
16-
00025073
外

鳥取県企業立地等事
業助成条例に基づく
企業立地等事業の認
定企業が新規雇用者
に対して行う研修に
要する経費を助成

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額

 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

鳥取県企業立地等
事業による新規雇
用者研修費補助金
（平成25年度）

菅公アパレル
株式会社大
山工場
外７件

着手年月日
額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日 概算

払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

補　助　金　等
の名称（補助

金等の創設年度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日
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中

国
電

力
株

式
会

社
米

子
営

業
所

長

通
信

施
設

米
子

市
尾

高
2
3
6
9
-
7

他
電

柱
4
本

、
支

線
1
6
条

H
2
4
.4

.1
H

4
.4

.1
H

2
4
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

鳥
取

市
湯

所
２

丁
目

２
５

８
西

日
本

電
信

電
話

株
式

会
社

鳥
取

支
店

長

H
2
5
.3

.3
1
～

H
3
5
.3

.3
0

米
子

市
加

茂
町

１
丁

目
１

米
子

市
長

上
水

道
給

水
管

布
設

米
子

市
尾

高
2
3
2
8
-
2

他
上

記
の

う
ち

1
.3

6
H

2
5
.3

.3
1

H
1
5
.3

.3
1

H
2
5
.3

.3
1
～

H
3
5
.3

.3
0

米
子

市
加

茂
町

１
丁

目
１

米
子

市
長

普
通

財
産

(元
)米

子
市

勤
労

総
合

福
祉

セ
ン

タ
ー

米
子

市
尾

高
1
2
6
8
-
1

他
(5

5
,9

3
2
.5

1
)

2
7
9
6
6
.2

5
5

H
2
5
.3

.3
1

H
1
5
.3

.3
1

電
力

供
給

施
設

米
子

市
尾

高
2
3
4
3
他

電
柱

1
5
本

、
支

線
2
1
条

、
支

柱
3
本

H
2
4
.4

.1

行
政

財
産

行
政

 ・
普

通
財

産
の

区
分

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

目
　

　
　

的
所

　
　

在
　

　
地

数
量

又
は

面
積

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

当
初

貸
付

（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

期
　

　
　

間

貸
付

（
使

用
）
料

　
（
円

）
備

　
考
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２
１

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

借
受

先

単
 価

本
年

度
の

借
料

月
額

・
年

額

2
0
6
,2

6
9

合
　

計
4
1
3
.6

9
2
0
6
,2

6
9

２
２

　
職

員
住

宅
及

び
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ
　

・
・
・
　

該
当

な
し

２
４

　
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

２
３

　
自

動
車

（
二

輪
を

除
く
）
の

管
理

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

２
５

　
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

無
（
許

可
書

あ
り

）
H

2
7
.7

.8
～

H
3
0
.3

.3
1

2
0
6
,2

6
9

鳥
取

県
職

業
能

力
開

発
促

進
セ

ン
タ

ー
敷

地
土

地
高

機
能

加
工

機
訓

練
施

設
建

屋

独
立

行
政

法
人

高
齢

・
障

害
・

求
職

者
雇

用
支

援
機

構
鳥

取
支

部

不
動

産
管

理
役

松
原

　
元

一

備
　

考
契

約
書

の
有

無
借

受
期

間

借
　

　
料

　
（
円

）

住
　

　
所

氏
　

　
名

鳥
取

市
若

葉
台

南
７

丁
目

１
番

１
１

号
4
1
3
.6

9

区
　

分
種

　
別

借
受

（
使

用
）
目

的
所

　
在

　
地

数
量

又
は

面
　

　
　

積

契
　

約
　

の
　

状
　

況
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２
６

　
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ

現
金

、
有

価
証

券
又

は
物

品
名

数
量

金
　

額
報

　
 告

年
月

日
会

計
局

の
審

査
結

果
円

1
6
6
,5

9
4

(1
6
,6

6
0
)

9
4
,2

9
0

(9
,4

2
9
)

9
9
9
,4

8
0

(9
9
,9

4
9
)

1
2
,2

8
5

(1
,2

2
9
)

1
6
2
,0

0
0

(1
6
,2

0
0
)

1
7
7
,0

7
2

(7
0
,1

3
9
)

1
,6

1
1
,7

2
1

(2
1
3
,6

0
6
)

２
７

　
貸

付
金

等
状

況
調

べ
　

・
・
・
　

該
当

な
し

合
　

　
計

無

鳥
取

県
財

務
会

計
法

令
集

1

ロ
ッ

カ
ー

不
明

執
務

室
内

ま
た

は
他

の
所

属
内

平
成

２
８

年
３

月
末

の
執

務
室

の
移

動
に

伴
い

所
在

不
明

と
な

っ
た

た
め

、
亡

失
手

続
き

を
行

っ
た

も
の

。
平

成
2
8
年

7
月

2
6
日

無
1

鳥
取

県
例

規
全

集
全

５
巻

1
不

明
執

務
室

内
ま

た
は

他
の

所
属

内
平

成
２

８
年

３
月

末
の

執
務

室
の

移
動

に
伴

い
所

在
不

明
と

な
っ

た
た

め
、

亡
失

手
続

き
を

行
っ

た
も

の
。

平
成

2
8
年

7
月

2
6
日

不
明

執
務

室
内

ま
た

は
他

の
所

属
内

平
成

２
８

年
３

月
末

の
執

務
室

の
移

動
に

伴
い

所
在

不
明

と
な

っ
た

た
め

、
亡

失
手

続
き

を
行

っ
た

も
の

。
平

成
2
8
年

7
月

2
6
日

平
成

2
8
年

7
月

2
6
日

無 無

片
袖

机

不
明

執
務

室
内

ま
た

は
他

の
所

属
内

平
成

２
８

年
３

月
末

の
執

務
室

の
移

動
に

伴
い

所
在

不
明

と
な

っ
た

た
め

、
亡

失
手

続
き

を
行

っ
た

も
の

。
平

成
2
8
年

7
月

2
6
日

無

3
不

明
執

務
室

内
ま

た
は

他
の

所
属

内
平

成
２

８
年

３
月

末
の

執
務

室
の

移
動

に
伴

い
所

在
不

明
と

な
っ

た
た

め
、

亡
失

手
続

き
を

行
っ

た
も

の
。

ノ
ー

ト
パ

ソ
コ

ン
、

パ
ー

ソ
ナ

ル
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
ー

4

会
議

テ
ー

ブ
ル

1
不

明
執

務
室

内
ま

た
は

他
の

所
属

内

同
左

概
要

鳥
取

県
例

規
全

集
全

５
巻

1

ロ
ッ

カ
ー

1

個
　

数

平
成

2
8
年

7
月

2
6
日

無

平
成

２
８

年
３

月
末

の
執

務
室

の
移

動
に

伴
い

所
在

不
明

と
な

っ
た

た
め

、
亡

失
手

続
き

を
行

っ
た

も
の

。

平
成

２
８

年
７

月
２

６
日

片
袖

机
3

会
議

テ
ー

ブ
ル

1

ノ
ー

ト
パ

ソ
コ

ン
、

パ
ー

ソ
ナ

ル
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
ー

4

・
　

有
　

　
　

　
　

・
　

無
鳥

取
県

財
務

会
計

法
令

集
1

（
１

）
　

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

（
２

）
　

物
品

の
照

合

照
合

年
月

日
現

物
確

認
で

き
な

か
っ

た
物

品
現

物
が

確
認

で
き

な
か

っ
た

物
品

名

亡
失

、
損

傷
年

月
日

、
時

同
左

場
所
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２
８

　
職

員
旅

費
の

執
行

状
況

調
べ

（
１

）
旅

行
伺

の
事

前
承

認

1
2
4

1
1

0
0

1
1

（
２

）
旅

費
概

算
払

の
精

算
等

　
ア

　
概

算
払

の
精

算
が

旅
行

完
了

日
の

翌
日

か
ら

２
週

間
以

上
経

過
し

て
い

る
も

の
（
零

精
算

を
除

く
）
　

…
…

…
…

…
  
 該

当
な

し

　
イ

　
精

算
払

が
旅

行
完

了
日

の
翌

日
か

ら
3
0
日

以
上

経
過

し
て

い
る

も
の

　
 …

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

  
 （

　
５

１
件

中
　

９
件

）

（
３

）
旅

費
の

計
算

用
　

務
　

先
旅

　
行

　
期

　
間

支
出

金
額

ル
ポ

ー
ル

麹
町

（
東

京
都

千
代

田
区

）
、

厚
生

労
働

省
（
東

京
都

千
代

田
区

）
平

成
2
9
年

2
月

1
～

2
日

1
5
,3

0
0

中
央

合
同

庁
舎

５
号

館
（
東

京
都

千
代

田
区

）
、

東
京

ビ
ッ

グ
サ

イ
ト

（
東

京
都

江
東

区
）

平
成

2
9
年

1
月

1
9
～

2
0

日
1
5
,3

0
0

以
上

（
４

）
旅

費
の

適
正

執
行

の
取

組
状

況
等

旅
行

開
始

前
に

、
旅

行
伺

に
よ

る
旅

行
命

令
権

者
の

承
認

を
受

け
る

よ
う

課
内

に
周

知
徹

底
を

行
っ

て
い

る
。

併
せ

て
、

速
や

か
に

旅
費

精
算

を
行

う
よ

う
職

員
へ

注
意

喚
起

を
行

う
だ

け
で

な
く
、

旅
費

出
納

員
が

中
心

と
な

っ
て

進
行

管
理

に
努

め
る

こ
と

と
し

て
い

る
。

地
域

創
生

人
材

育
成

事
業

Ｗ
Ｇ

会
議

、
職

業
能

力
開

発
主

管
課

長
会

議

全
国

厚
生

労
働

関
係

部
局

長
会

議
、

第
３

回
自

動
車

部
品

＆
加

工
Ｅ

Ｘ
Ｐ

Ｏ

用
　

務
　

内
　

容
備

　
　

　
　

考

 旅
行

総
件

数
旅

費
シ

ス
テ

ム
で

 発
令

日
が

出
発

日
 よ

り
遅

い
件

数
  
①

①
の

う
ち

履
歴

で
事

前
承

認
が

確
認

で
き

た
件

数
  
②

①
の

う
ち

②
以

外
で

緊
急

等
特

別
な

理
由

が
あ

っ
た

件
数

  
③

特
別

な
理

由
も

な
く
事

前
承

認
が

さ
れ

て
い

な
い

件
数

　
　

（
①

－
②

－
③

）
備

　
　

　
　

考
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○
　

意
見

、
要

望
等

　
　

（
１

）
業

務
に

関
す

る
要

望
等

な
し

　
　

（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

意
見

・
要

望
等

な
し
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